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助の対象にならないと思われるような土地につい

ては、すぐにでも公社より買い取り、市民が有効

利用できるよう早急に措置されるべきだというふ

うに思います。土地開発公社より、あすにでも買

い取るべきです。公社の健全化が求められている

中にあって、意味もなく行政のツケをずるずると

回し続けることは、懸命に健全化に取り組んでい

る長崎市土地開発公社及び都市整備公社へもよい

影響は出ないと思います。

　　そして、12年度決算では、財政調整基金約41億
円、減債基金その他分約114億円、まちづくり基金
約10億円、合計170億円、これらの基金を運用する
ことで買い取りは十分に可能だと思います。

　　あと時間がありませんが、ご見解があれば承り

たいというふうに思います。財政部長、いかがで

すか。

○市長（伊藤一長君）　時間が終わりましたけれど

も、この問題は、これで終わって申しわけないん

ですけれども、市民プールの問題にしましても、

科学館の問題にしましても、そういう問題等も含

めて、もう一度やはり議会も含めて、きょうは傍

聴者もたくさんいらっしゃいますので、もう一度

きちっと整理をし直した方が私はいいと思います。

そのことも含めて、こういう時代でございますか

ら、整理をした形で議論をした方が私はいいとい

うことで終わらさせていただきます。

○副議長（江口　健君）　次は、14番毎熊政直議員。
〔毎熊政直君登壇〕

○14番（毎熊政直君）　おはようございます。

　　自由民主党の毎熊政直でございます。

　　質問通告に基づきまして、順次、質問いたしま

すので、市長並びに関係理事者の明確なご答弁を

求めるものでございます。

　　私は、「わくわくどきどきするものがあるから生

きていける｣「夢があるから走っていける｣。市長
や市役所の皆様も私と同じだと思います。ところ

が、いざ、市長や理事者のご答弁をお聞きするた

びに、本当に夢がないなと自席でため息をつくば

かりであります。

　　長引く不況の影響で、ややもすればうつむき加

減な長崎を元気あふれる長崎に、そのために微力

を尽くしたいという思いからお尋ねいたしますの

で、また、ため息をつくことがないようなご答弁

を期待いたします。

　　まず１点目が、将来を見据えた夢のあるまちづ

くりについてであります。

　　都市経営、いわゆるまちづくりは２つの側面が

あり、１つは、まちづくりの目的を達成するため

の手段や資源を最適あるいは合理的に配分してい

こうという行政の合理性の側面であります。これ

は行政改革に代表されるような行政経費の制限や

組織の合理化の問題であります。このことについ

ては、私は行政の守備範囲を見直し、民間でやれ

るものは民間に、あるいはボランティア団体にお

願いするものは環境を整えた上でボランティア団

体にお願いするべきであると考えております。

　　また、質の高い市民サービスを提供するという

目的から組み立てられた政策、施策、各種の事業

ごとにカルテが必要であるとの思いから、政策評

価の導入を図ること。また、大型プロジェクト事

業の進行管理を厳しく行うよう昨年質問し、また、

意見を申し上げました。

　　まちづくりの２点目の側面としては、都市を発

展、成長させると同時に、都市における自治体の

主導的役割を重視した戦略的行政の側面でありま

す。

　　私は、本年の６月議会で教育問題について質問

いたしましたが、若者の考え方を聞いてみると、

夢のある生活というか、生活の指針がないという

ような傾向を感じます。今こそ、市長が将来を見

据えた夢のあるまちづくりについて、具体的な施

策展開を提示していかないと、若者を含めたすべ

ての長崎市民がビジョンを描きにくくなります。

　　先月、市長は、市町村合併の方向性についての

記者会見の中で、「合併するなら中途半端でなく、

10年、20年先を見据えた合併が必要だと思う」と
発言されました。合併特例法の期限切れが平成17
年３月に迫っており、長崎市を巻き込んだ自治体

再編の動きが加速しております。

　　今、長崎市は、将来を見据えたまちづくりの岐

路に立たされています。幸いに、長崎には出島に

代表される全国あるいは世界に誇れる歴史と文化

があります。また、平成15年度には出島バイパス
が、平成17年度には長崎港のランドマークともな
る女神大橋も完成予定であります。さらに、諏訪

の森再整備構想としての（仮称）歴史文化博物館

も平成17年度中に開館予定です。
　　私は、これらを生かした魅力あるプロジェクト
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事業の展開は、長崎再生のかぎを握るものと考え

ます。都市間競争が激化している今、600万人観光
客を目指してオンリーワンの観光地づくりへの千

載一隅のチャンスでもあると思います。

　　そこで、将来を見据えた夢のあるまちづくりに

ついてお尋ねします。

　　１つ、ランドマークとなる女神大橋を核とした

まちづくりと関連施策の展開をどのように図られ

るのか。

　　２つ、諏訪の森再整備構想としての（仮称）歴

史文化博物館を中心とした長崎文化の創出、観光

振興策をどのように展開されるのか。

　　３つ、幹線道路網の整備状況について。

　　以上、３点を伺います。

　　次に、第２点目の質問通告、環境行政について

質問いたします。

　　まず、環境問題に対する行政の責務についてで

あります。本市は、平成11年度に環境基本条例の
制定、環境基本計画の策定、平成12年度には環境
基本計画進行管理計画、長崎市役所環境保全率先

実行計画を策定されました。さらに去る12月３日、
市長は、長崎市が環境にやさしいまちとなること

を内外に宣言する環境都市宣言を行いました。

　　これらの取り組みは、循環型都市づくりを進め

る上で、ある一定評価はいたしております。環境

を守ることは、これからの日本と子どもたちの未

来にとってより大切なことであります。しかしな

がら、本市が進めようとしている循環型のまちづ

くりは、単にリサイクルの推進に終始していると

しか思えません。このようなリサイクル推進では、

ものを使いたいから使ったものをもう一度使えな

いかという考えに終始することを懸念いたします。

　　私は、ものを大切にするだけではいけない。ご

みをリサイクルするには限界がある。ごみが出る

ところにはごみ箱を、ごみの不法投棄を徹底的に

監視・指導することが行政の責務であると思いま

す。さらに、これからは「こころの時代」である

とも考えます。ものを大切にするだけではなく、

心を大切にすれば自然とごみは減るという基本的

な考えを柱に事業展開を進めるべきと考えます。

　　本市には、自然との共生という大きな狙いがあ

るならば、毎日の生活で何をなすべきか、行政と

して実践できることをこつこつと実践するべきだ

と思います。

　　そこで、環境問題に対する行政の責務について、

どのように考えておられるのか、お尋ねをいたし

ます。

　　次に、行政改革における民間委託の推進につい

てであります。

　　これまでは、行政が公共の大部分を担うという

前提のもとで、個別の事業の見直し、改善を行っ

てきているわけですが、市民、企業、行政の役割

分担そのものを見直す動きの中で、現業部門のあ

り方そのものが問われております。

　　本市のごみ収集作業は市直営と委託により行わ

れておりますが、委託に至った経緯は、町村合併

前から委託が行われていた地域の４地区、４業者

のみであります。観光地や幹線道路沿いを含めて、

業者委託できるところはたくさんあります。この

件につきましては、我が会派の同僚議員も観光面

や住民の満足度、さらには費用の面からも民間の

力が必要だと再三質問しているところであります。

　　そこで、行政改革における外部委託化の進め方

について、どのような考えを持って具体的に進め

られるのか、お尋ねいたします。

　　最後に、第３点目の質問通告、幼児教育のあり

方について質問いたします。

　　近年の少子化や女性の社会進出の増加などの状

況にあって、幼児期からの教育の重要性が改めて

認識されてきております。また、幼稚園と小学校、

幼稚園と保育所連携、幼児期からの心の教育など、

幼児一人ひとりの望ましい発達を促していく施策

が求められています。

　　そこで、１つ、３歳からの幼児教育の充実につ

いて、本市としては、どのような施策を展開され

るのか、お尋ねします。

　　次に、私立と公立の格差是正についてお伺いい

たします。

　　私立の幼稚園の経営環境は、少子化の影響を受

け、まことに厳しい状況であるとお聞きいたして

おります。また、私立の幼稚園と公立の幼稚園で

は、保護者負担にも格差が生じております。

　　そこで、私立幼稚園と公立幼稚園との格差是正

に向けて、私立の幼稚園に対して、どのように支

援されるのか、お尋ねいたします。

　　以上、本壇からの質問を終わりにさせていただ

きますが、ご答弁をお聞きした上で、再質問を自

席よりさせていただきたいと思います。
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　　どうもありがとうございました。＝（降壇）＝

○副議長（江口　健君）　市長。

〔伊藤一長君登壇〕

○市長（伊藤一長君）　毎熊政直議員のご質問にお

答えをいたします。

　　まず、第１点目の将来を見据えた夢のあるまち

づくりについてでございますが、その中の諏訪の

森再整備構想につきましてお答えをいたしたいと

思います。

　　諏訪の森再整備構想につきましては、昨年11月
30日に知事と合同で発表いたしました諏訪の森再
整備構想の基本方針に基づきまして、これまで長

崎県・長崎市都市づくり連絡会議を中心に、県と

市が一体となって（仮称）歴史文化博物館の建設

計画について協議を重ねてきたところであります。

その結果、建設に関する県市の協議が調い、この

たび歴史文化博物館（仮称）建設基本構想案を取

りまとめることができましたので、去る11月16日
に知事と合同で発表したものであります。

　　この基本構想案につきましては、12月14日まで
市民、県民の皆様方のご意見をお聞きをしながら

基本構想を策定してまいりたいと考えております。

　　なお、（仮称）歴史文化博物館の建設に関する

スケジュールでございますが、本年度は、ただい

ま申し上げました基本構想を策定いたしますとと

もに、建築の設計、展示設計に入ってまいりたい

と考えております。

　　その後、平成14年度までに建築の設計、展示設
計を終了、平成15年度及び16年度で建築工事を行
い、平成17年度の中ごろの完成を想定いたしてお
ります。できる限り早い完成を目指して、今後と

も県と一体となって取り組んでまいる所存であり

ます。

　　毎熊議員ご指摘の（仮称）歴史文化博物館を中

心といたしました長崎文化の創出と観光振興策の

件でございますが、（仮称）歴史文化博物館は、

近世長崎の海外交流史を中心に、現在の県立美術

博物館、そして県立の長崎図書館、さらに市立の

博物館が所蔵する資料を一堂に展示・公開すると

ともに、長崎ならではの歴史の流れを身近に学べ

る、全国にも誇れる長崎学も含む魅力的な拠点施

設を目指しているところであります。

　　また、かつて長崎奉行所立山役所や長崎会所な

どが置かれていた由緒ある諏訪の森地区を将来に

わたって文化の香り高い魅力ある空間として、さ

らに価値を高め、本市の観光振興にも寄与するよ

う、長崎奉行所立山役所の一部を復元するなど、

文化的価値と観光的魅力をあわせ持つ新たな名所

となるものと考えております。

　　さらに、（仮称）歴史文化博物館は、敷地全体

を「和」を基調に整備することにしております。

これによりまして、南山手・東山手の洋風、唐人

屋敷などの中国風、出島のオランダ風と関連させ

た、本市の地区の特性に応じた魅力あるまちづく

りが形成されるものと考えております。

　　なお、毎熊議員が将来の長崎のまちづくりを夢

のあるまちづくりにしようではないかと、全く私

も同感であります。

　　私も就任しまして、もう７年を経過しようとし

ております。最近は、若い方々を中心に、長崎の

まちは大分、いろんな整備等も含めて変わってき

ましたね、新しくなってきましたね、楽しくなっ

てきましたねということ等を聞きましたら非常に

嬉しい気持ちがいたします。

　　今、私が申し上げておりますのは、議会の皆様

方と一緒になりまして、次の今ご指摘の女神大橋

の１期工事が平成18年の春に完成、順調に予算が
つけば完成の予定でございますので、女神という

ネームバリューもさることながら、これは橋梁の

橋の高さも含めて、本当に世界に誇れる橋になる

と、ですから、次の目標は平成18年の春に向けた
形で、先ほどの歴史文化博物館も含めて、美術館

もそうでありますし、ハード面・ソフト面、出島

の２期工事、唐人屋敷、いろんな夢、それこそ皆

さん方がこれまで抱えておりました夢の問題、そ

ういうものを限られた財源、乏しい財源でござい

ますけれども、やりくりをしながら、民間の皆様

方の協力を得ながら頑張ってまいりたいというふ

うに思いますので、その思いは、恐らく皆さん方

と一緒だと思いますので、今後ともよろしくお願

いさせていただきたいというふうに思います。

　　夢のあるまちづくりをしましたら、持ち時間全

部しゃべってしまいますので、ひとつその点はご

理解をいただきたいと思います。

　　２点目の環境行政についてお答えをいたしたい

と思います。

　　まず、環境問題に対する行政の責務でございま

すが、現在の環境問題は、地域規模から地球規模
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までの広範多岐にわたっており、これらの問題へ

の対応といたしまして、まず本市が市民、事業者

に率先して環境問題に取り組むことや市民、事業

者のそれぞれの役割を認識していただくための啓

発あるいは不法投棄などを未然に防止するための

監視など、指導的役割が求められているところで

あります。

　　したがいまして、私どもは長崎市役所環境保全

率先実行計画を策定いたしまして、本年度から環

境保全に関する国際規格でありますＩＳＯ14001
の認証取得の準備作業に着手をし、省エネルギー、

ごみの減量化並びに公共事業の環境配慮などにつ

いて全庁的に取り組みを行っているところであり

ます。

　　また、環境問題への取り組みにつきましては、

行政のみならず市民、事業者の皆様方の参加、協

力が不可欠であることは申し上げるまでもござい

ません。

　　議員ご指摘のとおり、これからは「こころの時

代」であるといわれており、自然との共生あるい

は幼児から大人までの環境教育、環境学習の推進

が今後の環境行政における重要な課題であると認

識をいたしております。

　　具体的には、来年度から本格実施になります小

中学校における総合的な学習の時間への対応、市

内の希少の動植物を含む自然環境調査の実施、市

民、事業者による環境保全活動への支援など、さ

らに充実してまいりたいと考えております。

　　また、市役所の中にも小動物研究会等も立ち上

がっておりまして、グラバー園などでもその種の

取り組みをいたしておりますので、あわせてご報

告をさせていただきたいと思います。

　　ごみ問題につきましても、大量生産・大量消費

社会のままではリサイクルの推進に限界があり、

まずはごみの発生を減らすことが重要であると考

えておりますので、具体的な取り組みとして、次

の４つのことを提唱しております。優先する順番

に申し上げますと、１つ目は、ごみとなるものは

買わないこと、２つ目は、ごみを減らし、ごみを

出さないようにすること、３つ目は、ものの再使

用を進めること、最後がリサイクルであります。

　　これらのことを推進するために、具体的には、

過剰包装をなくすためのマイバック運動の普及、

生ごみ堆肥化容器の購入の補助、捨てる前に利用

することの大切さを啓発するためのばってんリサ

イクルの開催、モデル地区におけるプラスチック

製容器包装の分別試行などに取り組んでいるとこ

ろであります。

　　また、古紙のリサイクルを促進するために、集

団回収を行う自治会あるいは子ども会へ補助金を

交付しておりますが、このことは、各団体の活動

資金を助成するだけではなく、ものを大切にする

心を育てることや地域コミュニティの創造の一助

となっているものと思います。

　　なお、来年の２月からごみ袋の指定有料化が始

まりますが、これを機会に、市民の皆様方にもい

ま一度、ごみの減量について考えていただき、本

市といたしましても、ごみの減量化、資源の有効

活用などの啓発・支援にさらに力を入れてまいり

たいと考えております。

　　最後に、不法投棄対策でございますが、本年の

５月から本市職員による夜間パトロールを実施す

るとともに、10月からは環境美化パトロール班及
び清掃指導員の増員を行い、また、郵便局及び九

州電力と不法投棄の通報に関して提携をいたしま

して、監視体制のさらなる強化を図っているとこ

ろであります。

　　なお、本年６月には、公共用地管理者でありま

す国、県、市及び警察で構成いたします長崎市廃

棄物不法投棄連絡協議会を設立いたしまして連携

を強化するとともに、既に不法投棄された箇所の

改善を進めているところであります。

　　次に、行政改革における民間委託の推進につい

てお答えをいたします。

　　今日、厳しい行財政環境が続く中、地方分権時

代にふさわしい簡素で効率的な行政体制の確立に

向けまして、地方公共団体は徹底した行政改革を

進めることが要請されておりまして、本市におき

ましても、平成８年度に長崎市行政改革大綱を策

定し、積極的に取り組んでまいりました。その重

点項目の一つとして、民間活力を生かした事務事

業の展開を掲げ、グラバー園の管理業務委託、西

工場の操作業務委託あるいは公園の維持管理業務

の委託、下水処理場の維持管理業務の委託、病院

の医事業務や調理業務の委託等を計画的に推進し、

一定の成果が得られているものと思っております。

　　さらに、本年３月には行政改革大綱を改定し、

新たに本年から５カ年間の実施計画を策定したと
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ころでございますが、その行革大綱の具体的施策

の一つであります「経営感覚に立脚した事務事業

の一層の効率化」の中に民間委託等の推進を掲げ

ております。民間委託を推進する上での基本的な

考え方といたしまして、公共性・公益性など行政

責任の確保等に十分配慮する中で、民間に委託し

た方が経済的に優れている業務、民間に代替手段

のある業務、民間によってサービスが提供されて

おり、行政が競合して実施する意義が薄れている

もの等につきまして、積極的かつ計画的に民間委

託の推進あるいは民間によるサービスの提供を

図っていくこととしているところであります。

　　また、国の経済財政諮問会議が示しました構造

改革のための７つの改革プログラムの中で、民間

でできることは、できるだけ民間に委ねるという

原則が示されているように、民間委託の推進は、

民間部門の活動の場と収益機会の拡大に結びつく

ものであります。

　　現在の取り組み状況でありますが、行革大綱の

実施項目に、民間委託等の推進ということで、12
項目を掲げております。本年度におきましては、

休日夜間急患診療所運営業務の委託、文書配送及

び教育委員会メールカー業務の委託、小中学校環

境整備業務の見直しにつきまして、平成14年度か
らの実施を目指し、組合員の皆様方とも十分協議

を進めているところであります。

　　また、市立病院の経営健全化の中でも、市立病

院病棟衛生補助員業務の委託、成人病センターボ

イラー業務、献立業務の委託等に取り組んでいる

ところであります。

　　今後とも、行政運営の効率化、市民サービスの

向上の観点から、民間委託等の実施が適当な事務

事業につきましては、行政責任の確保等に十分に

配慮をしながら、積極的かつ計画的に進めていき

たいと考えております。

　　次に、具体的取り組みとして、ごみ収集の民間

委託の現状と今後の考え方についてお答えをいた

します。

　　本市のごみの収集の業務委託は、毎熊議員もご

指摘のように、昭和37年１月に、茂木町あるいは
式見村が本市に編入されたことを契機といたしま

して始めたものでありまして、その後に三重地区、

深堀地区等、当該地区のごみ処理を行っておりま

した４つの民間業者に委託をし、現在に至ってい

るところであります。

　　全市における委託の業務割合でありますが、世

帯数ベースで14.1％となっておりますが、特に三
重地区におきましては、平成６年度と比較して、

世帯数が30.6％の伸び率を示しており、今後も宅
地開発が計画されていることから、民間への委託

割合は大きくなるものと予測されます。

　　また、粗大ごみの収集運搬業務につきましても、

市民の利便性の向上及び経費削減を図るために、

本年10月から株式会社長崎衛生公社に委託したと
ころであります。

　　次に、今後の民間委託でありますが、平成17年
度から観光地及び主要幹線道路沿いでのごみの収

集業務の委託を計画しているところであります。

　　行政の執行につきましては、常に最小の経費で

最大の効果が求められているものでありますので、

廃棄物対策事業におきましても、今後とも民間委

託も含めた効率的な収集、運搬、処理、処分体制

の確立に向け努力してまいりたいと考えておりま

す。

　　以上、私の本壇よりの答弁といたしたいと思い

ます。

　　他の件につきましては、教育長も含め、それぞ

れの所管の方からお答えをいたしたいと思います。

　＝（降壇）＝

○企画部長（原　敏隆君）　将来を見据えた夢のあ

るまちづくりのうち、ランドマークとなる女神大

橋を核としたまちづくりと関連施設についてでご

ざいますが、女神大橋は、都心部の道路交通の緩

和を図る環状型道路網の一部として、さらに長崎・

西彼杵半島の一帯化の促進や広域交通ネットワー

ク形成上重要な道路として、平成17年度を完成目
標に工事が進められているところでございます。

　　この女神大橋の整備は、長崎市全体の活性化に

寄与するものと考えられており、とりわけ産業活

性化に代表される生産・雇用の面や文化、観光な

どを通じて社会面に及ぼす効果も大きいと期待し

ております。特に、観光面に及ぼす効果としまし

ては、女神大橋自体が長崎港のランドマークとな

り、新たな観光資源となることが考えられます。

　　本市といたしましても、女神大橋自体が長崎港

のランドマークとなることから、西泊・女神地区

からグラバー園、鍋冠山付近にかけての環長崎港

周辺地域において、港の景観構想や修景施設とし
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ての整備構想など、観光資源としての調査研究を

行う環長崎港域構想策定を行っているところでご

ざいます。

　　現在、構想を策定するに当たり、学識経験者や

地元住民、観光関係者からなる環長崎港域構想策

定検討委員会の助言や意見をお聞きし、拠点地区

の絞り込みや拠点施設の実現化の方向性、課題な

どの整備や施設の事業化計画、事業費、スケジュー

ル案、ＰＲ方策、事業費の調達方法などをまとめ

ることとしております。

　　以上でございます。

○都市計画部長（松本紘明君）　幹線道路の整備状

況についてのご質問でございますけれども、平成

17年度までに完成予定の本市の幹線道路のうち、
九州横断自動車道長崎大分線の市内延伸につきま

しては、日本道路公団において、平成15年度を完
成目標として進められており、用地買収が99％の
進捗で、全区間において本格的な工事が進められ、

平成13年11月末の事業費ベースでの進捗率につき
ましては約58％となっております。

　　九州横断自動車道から都心部へのアクセス道路

となります一般国道324号出島バイパスにつきま
しては、九州横断自動車道と同じ平成15年度末を
完成目標に、長崎県において鋭意整備中であり、

平成13年度末の進捗率は約74％の予定でございま
す。

　　また、本市東部及び南部地区とのアクセス道路

となる小ケ倉蛍茶屋線につきましては、平成17年
度末を全線完成目標に、県市一体となり整備を進

めております。このうち、県事業の八景町から田

上２丁目間の田上工区につきましては、平成13年
度末の進捗率は約81％の予定であり、市事業の矢
の平町から愛宕４丁目間の白木工区につきまして

は約94％、愛宕４丁目から田上２丁目までの愛宕
工区の進捗率につきましては約60％の予定でござ
います。

　　また、女神大橋につきましては、都心部の交通

渋滞緩和を図る環状道路として、県の道路事業及

び国の直轄港湾事業として、現在、１期工事、こ

れは戸町５丁目から大浜間でございますが、平成

17年度を完成目標に鋭意整備が進められていると
ころであります。

　　なお、平成13年度末の進捗率は約50％の予定で
ございます。

　　以上でございます。

○教育長（梁瀬忠男君）　幼児教育のあり方につい

てお答えを申し上げます。

　　まず、１点目の３歳からの幼児教育の充実の件

でございますけれども、本市の幼児教育の推進に

当たりましては、幼児期が人間形成の基礎が培わ

れる極めて重要な時期であることを踏まえまして、

家庭と幼稚園等が十分な連携を図り、幼児一人ひ

とりの望ましい発達を促していく教育環境の整備

に努めているところでございます。

　　幼稚園における３歳からの幼児教育につきまし

ては、私立幼稚園51園に通う園児が5,800人を超え
ておりまして、幼稚園全体の約93％を担っていた
だいております。

　　本市においては、幼児教育の大部分が私立幼稚

園に依存している状況にあります。これまで同様、

私立幼稚園に対する助成措置を初め私立幼稚園の

保護者への助成についても、引き続き検討してま

いりたいと基本的に考えております。

　　近年、幼稚園教育を取り巻く環境は大きく変

わってきております。特に、全国の例に漏れず、

本市におきましても少子化の進行から幼児数が減

少し、また、女性の社会進出等に伴って、教育・

保育ニーズが多様化してきた結果、幼稚園に新た

な対応が求められてきております。

　　このような状況の中で、本市は、平成９年７月

に長崎市幼稚園問題検討協議会を発足させ、幼稚

園教育の現状や今後のあり方について検討を重ね

ました。その結果、長崎市の幼稚園教育のあり方

についての報告をいただいております。この報告

を受けまして、本市の幼稚園教育の課題につきま

して、私立幼稚園協会と意見交換を実施したり、

地域に開かれた幼稚園づくり、これを支援する幼

児教育センターの育成と必要性等について検討を

重ねてまいりました。

　　また、平成12年度と13年度におきましては、文
部科学省の委託を受け、市立幼稚園３園と私立幼

稚園２園で協力をいたしまして、子育て支援事業

の研究も行っております。事業内容は、子育て支

援講演会、園庭開放、保健婦による子育て相談が

主なものでございます。講演会は、公私立の乳幼

児の保護者及び幼稚園の教員を対象に実施をいた

しております。園庭開放につきましても、各研究

協力園で行っておりますが、幼児の安全な遊び場
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として、また、保護者同士の交流の場として利用

者からも大変好評を得ているところでございます。

さらに、園庭開放時の保健婦による子育てカウン

セリングは、保護者同士の会話に相談員が入り、

気軽に相談を受ける方法をとっており、食べ物の

好き嫌いや病気など、多岐にわたる保護者の悩み・

相談に適格なアドバイスを行っております。

　　いずれにいたしましても、幼児教育は、小中学

校における教育の基礎となるものであり、今後と

も、委託研究の成果等を踏まえ、公私立連携を図

り、本市の幼児教育を考えていくことは非常に重

要なことであると考えているところでございます。

　　次に、２点目の私立と市立の格差是正について

のご質問でございます。

　　私立幼稚園に対しまして、私立幼稚園振興費補

助金、私立幼稚園就園奨励費及び私立幼稚園協会

補助金の三本立ての補助を実施して、格差の是正

に努めてもおります。

　　近年の助成の状況について申し述べますが、１

番目の私立幼稚園振興費補助金についてでありま

すが、平成６年度は総額2,115万1,000円でありまし
たが、６年間で865万7,000円増加をし、平成12年
度では2,980万8,000円の助成となっております。ま
た、平成13年度はできるだけ小規模幼稚園を救済
できるような内容に改正もいたしております。

　　２番目の私立幼稚園就園奨励費につきましては、

国の補助対象区分に加えまして、市単独の制度と

いたしまして、平成12年度までは１万円の助成で
ありましたが、平成13年度からは第１子を１万
8,000円に増額し、第２子を３万3,000円、第３子以
降について４万7,000円に増額改定をいたしてお
ります。

　　３番目の私立幼稚園協会補助金につきましても

328万円の助成となっております。
　　また、市単独補助金の園児１人当たりの平均と

いたしましては、平成６年度まで3,955円となって
おりましたが、先ほど申し上げましたような助成

によりまして、平成12年度末では5,873円となり、
1,918円の増額を図っているところでもございま
す。

　　今後も幼児教育の大部分を担当していただいて

いる私立幼稚園に対しまして、本市といたしまし

ても厳しい財政状況の中ではありますが、公費負

担と保護者負担軽減等の助成について、引き続き

検討、努力してまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

○14番（毎熊政直君）　それぞれご答弁ありがとう

ございました。

　　時間がございませんので、まず端的にお伺いし

ます。

　　将来を見据えた夢のあるまちづくりについてで

あります。今、市長の方から、そしてまた企画部

長の方から、女神大橋、諏訪の森再整備構想につ

いて、そして道路網についてご説明がありました

けれども、要するに、私が今回お願いしたいのは、

17年度、18年度にこの事業がすべて完成に向けて
今、動いているわけです。そして、先ほど本壇で

話をさせていただいたように、これを端的に、今

の各部、所管ごとの事業として展開していくなら

ば、本当の長崎の魅力につながっていかない、そ

ういう思いから、私は市長にお願いをしたいと思

います。

　　ぜひこの新しい長崎の、今からますますこの不

況下の中に苦しんでいくと思います。17年度に完
成してからいろんな事業展開をするのではなくて、

この17年度に関して言えば、長崎は、全国的にも、
世界に向けても一番元気があるまちなんだという

ことを全庁的にいろんな角度から、教育の面から

も、そして当然、観光の面からも、経済的な面か

らも取り組んで、一つのプロジェクトチームをつ

くり上げていただいて、長崎の本当の魅力、そし

てまた長崎経済活性のために論議をしていただき

たい。そして、こういう事業が完成したころには、

そういうものを一遍に全国に発信できるような、

そういうものを今からつくり上げていただきたい

という思いから、この質問をさせていただいたわ

けでございます。

　　この件につきまして、市長のお考えをお伺いい

たします。

○市長（伊藤一長君）　毎熊議員の再質問にお答え

いたしたいと思います。

　　ちょっと言い過ぎがあるかもしれませんけれど

も、私も実は、議員、また傍聴の方々も含めて、

ご存じのように、市会議員を２期８年、県会議員

を３期12年させていただきました。市長としては
今、７年目に入ったわけでございますけれども、

言い過ぎがあるということを前もってお断りして

の発言としてお許しをいただきたいと思いますが、
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長崎市は県庁所在地でありまして、長崎県と長崎

市の関係、あるいは経済の状況がもっと、高度経

済成長時代も含めて、景気のいいときに、例えば

長崎市全体の斜面の市街地をどうしようじゃない

か、基幹産業は造船とか水産とか観光が元気だっ

たけれども、そのほかのものはこれでいいのかど

うか、あるいは道路の問題の整備もしかりでござ

います。また、ハコモノの、具体的には申し上げ

ませんが、いろんな大型のハコモノの施設が、図

書館に至っては、県庁所在地で、恥ずかしい話で

すけれども、長崎市が一番最後の市立図書館がな

い都市になってしまいました。

　　そういう一番いいときに、これは私の責任も含

めてのことで発言させていただきたいと思います

が、そういうときにお互いに、先ほどの前段の吉

富議員さんの発言もございましたけれども、お互

いが本当にけんけんがくがくの議論をした中で、

そういう道筋というものをある程度しておけば、

私は、長崎はある意味ではここまで落ち込んでな

かったんではないかなと、これは斜面の再生事業

も含めてそうでございます。これは何十年という

時間がかかるわけですから。それをやっとのこと

で、そういう深い反省も含めた中で、議会の皆様

方とのちょうちょうはっし、あるいはけんけんが

くがくのそういう議論、ご指導等もいただきなが

ら、やっとのことでこの道筋が最近、少しずつで

すけれども、確実に市民の方々も含めて見えつつ

あるのかなというふうに、それがいみじくも毎熊

議員がおっしゃる将来を見据えた夢づくりという

形で整いつつあるのかなと、それの第一段階が今

やっと見えつつある、そして平成18年の春に市民
の方々あるいは県都の市長の責任も含めて、こう

いう形のまちになりますよと、ハード面でこうで

すよ、ソフト面でこういうものがありますよと、

ソフト面は特にこの14年度の予算編成の中で、今
から私は頑張りたいと思いますけれども、それが

やっと、そういう長崎県とのかかわりも含めて、

私は整いつつあるのかな、見えつつあるのかな、

市民の方々、訪れる方々に、そういうふうに評価

していただけるようになりつつあるのかなという

ふうな反省をも込めた、自分で言えばおかしいん

ですけれども、そういう見通しも出てきたなとい

う感じが私はしております。

　　ですから、やっとここまで来ましたし、でき得

れば平成18年というのは、今からこういうことを
申し上げたら、また先の話ですけれども、それで

もあっという間に来るんですけれども、毎熊議員

さんがおっしゃるのは、18年以降は、ではどうな
るのかという議論だと思いますが、17年というも
のをクリアしていけば、おのずとこの18年度以降
というのは、この第三次計画もそうですけれども、

そういう形で長崎市政全体が、町村合併がどうな

るかというまだ不透明な部分がございますけれど

も、相当大きく動き出していく、また、それを皆

さん方が望んでおられる。そのために力を合わせ

ていこうということではないのかなというふうに

思いますので、今後とも、ご指導をいただきなが

ら、連携を取りながら頑張ってまいりたいと思い

ますので、よろしくお願いいたしたいと思います。

○14番（毎熊政直君）　もうこのことについて論議

をしていますと時間が到底足りませんので、ただ

一つ要望をしておきます。私が今お願いしている

のは、ぜひこのすばらしい頭脳集団である市役所

の全庁の皆さん方にお願いをして、そして今、単

に所管ごとの縦割り行政ではなくて、横断的にみ

んなの力で長崎をいかにすればよくなるか、その

議論を深めるためにプロジェクトチームをつくっ

て立ち上げてくださいということをお願いした

かったわけでございます。ぜひ市長、この点は強

く要望して、このまちづくりの問題は要望とかえ

させていただきたいと思います。

　　次に、環境行政についてでございます。先ほど

市長から、今後の長崎市の環境行政の取り組みに

ついてご答弁がありましたけれども、その中で、

私は、この１、２カ月、今の答弁をお聞きしてい

る中で、本当かなと思うようなことを目にしてお

ります。耳にもしております。

　　環境部長、環境部長は３月の中田　剛議員の一

般質問の中で、川平地区の廃品業者の件を答弁を

されております。あの状況は、もう皆さん全部ご

存じだと思います。あの３月の時点で最終的に部

長は「何らかの改善策ができないか早急に検討・

研究を行うよう内部で検討を始めたところでござ

います」と、最終的に答弁で締めくくっておられ

ます。

　　ところが、今この川平地区のあの業者、事業者

が、まさに分水嶺を越えて東長崎の現川地区で土

地を求めて、そしてまた事業をそこでやろうとい
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うことで始めておられるんですよ。そして、そこ

で私が一番問題にしたいのは、もう許可は取って

あるじゃないですか。市に届け出はしてあるんで

すよ。地元の皆さんには、「もう市の許可は得て

います」と、はっきり明言しております。本来な

らば、地元の皆さんの同意を得なくても事業はで

きるんですよということまで言及してあるんです。

これを裏返せば何ですか、この答弁は。何にも３

月以降、部内の協議をしていないと、ただあのと

きの答弁と同じように、農林振興課の方に土砂埋

め立ての指導要綱として提出をする、それを関係

各課で、環境部、水道局で、当然、水源上流です

から協議をしているだけなんですよ。そして一定、

業者の油水分離槽をつけなさいとか何とかという

ことで、単なる従来どおりの指導をしている。し

かし、あのときも問題になったように、こういう

事業というのは、すべて私は否定はしません。し

かし、市民生活のサイクルの中で必要な事業とも

認識もしています。しかし、ここで環境部が今の

ような腰を引いて、全く問題は先送りのような体

制では、長崎の環境はどうなるんですか。地元の

市民は非常に今、けんけんがくがくした論議をし

てきてるんですよ、100％反対なんですけれども。
しかし、反対ということを個人的に言っても、今、

環境行政の中では、まさに法的措置がとれないと

か、要するに指導ができないということをおっ

しゃっている。ましてや、ああいう問題があった

にもかかわらず、環境部の人たちは、地元の住民

の方とは一回も会っておられないと思いますよ。

説明も何もないと思うんですよ。

　　だから、今のその体制を、まだ国の方針が出て

ないとか云々ではなくて、これだけの問題が起き

たことですから、あれから今の現行法で何とか市

が関与して、そして住民の皆さんにも、事業者に

もきちんとした形で説明を私はするべきだと思っ

ているんです。それをやっていない。やるという

ことをここには書いてあるんですよ。しかし、環

境部の内部では、やはりできませんと、今は何も

言えませんと、しかし、これだけ環境環境、21世
紀は環境の時代といわれていることは十分認識さ

れていると思うんですよ。

　　そこで、今の単なる土砂埋め立て、それは目的

はわかっているんですよね。そういうものを３月

からきょうに至るまで、環境部内でどういう協議

をされて、どういうふうに進められてきたか、再

度お尋ねします。

○環境部長（高橋文雄君）　毎熊議員の再質問にお

答えをいたします。

　　ご指摘のとおり、この問題は、去る３月議会で

も取り上げられたところでございます。したがい

まして、私どもは既存の環境保全条例、環境基本

条例、それから水質汚濁防止法、廃掃法などの適

用ができないものか、また、新しく新条例の必要

性も含めて、適正処理、保管、美観対策など、そ

ういう研究を他都市の調査も行っておったところ

でございます。この間に環境省から二度にわたっ

ての通知がありました。廃棄物の定義につきまし

ても新しく解釈が示されまして、罰則規定もある

この廃棄物処理法の規制強化がなされたところで

あります。

　　したがいまして、この業者につきましては、３

月議会も適宜計画的な搬出を指導したところであ

りますし、ご指摘のように、土砂の流失あるいは

油分が漏れないような油水分離槽の設置、これに

つきましても業者は同意をしておるところでござ

います。しかしながら、この廃棄物処理法の強化

がなされることによりまして、今まで有価物とい

うことで、ある意味では手も足も出ない、廃掃法

の適用除外ということでありましたが、この解釈

によりまして、有価物と無価物が混在するもの、

あるいは有価物と称して長期間放置されているも

の、そういうものにつきましても保管場所の構造、

保管の高さ制限など、現行の廃棄物処理法に規定

されます保管基準等が厳正に対処することができ

ました。

　　したがいまして、これの積極的な運用をしてま

いりたいというふうに考えているところでござい

ます。

　　また、当該建設予定地につきましては、関係住

民の方々のご心配が募っておるということも十分

承知しておりまして、事業者の住民説明会などに

私たちも立ち会いを行うことや、廃棄物が混在す

る場合におきましては、法に基づく立入調査を行

い、保管場所の構造や保管の高さ制限などの

チェックを行うこととしております。

　　また、状況によりましては、事業者と関係住民

との間に締結する協定書につきましても、排水の

測定や報告書などを盛り込みまして、その履行状
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況が確認できるような内容を規定するよう、事業

者と住民の方との調整により一層の努力をしてま

いりたいというふうに思います。

　　いずれにいたしましても、法の解釈が厳正にな

りましたことで、私どももより一層、廃棄物対策

につきまして厳正に臨みたいというふうに思って

おります。

　　よろしくお願いします。

○14番（毎熊政直君）　時間がございませんから、

この問題については、まだまだたくさん言いたい

ことがあるんですけれども、ただ部長、今おっ

しゃったことは、ほぼ前段は３月議会でおっ

しゃったこととほとんど変わってないんです。最

後に、今始めて、地元と事業者の間に入っていろ

いろ話をしましょうと、遅いんですよ、これは。

事業者だって、もう土地を求めているんですよ。

経費をかけているんですよ。その前に、こういう

問題が上がってきたときに、庁内どうなっている

んですか。こういう話があって、こういう事例が

あったと、こういう問題があったということはわ

かっているんですよ。なぜその土地を求める前に、

事業部としてきちんとした精査をして、事業者に

もきちんと地元からの同意を取り付けてきなさい

というふうなことは指導ができるじゃないですか。

法的な問題を私は言っているんじゃないんです。

事業部の中の、本当に今、環境部が大変な時代と

いうことは、先ほども話したように認識をしてい

ただいて、環境部全体の喚起を私は促していって

いただきたい。一つひとつのことが後では大変な

ことになるということを認識していただきたい。

　　もう一つ、この前あったように、それこそ市内

の業務委託をされている業者が、そこが建築基準

法上に不備があったのも、そういうものも平成９

年から気づかない、営々と今日まできていた。そ

れを今ごろ慌ててどうかせんといかんとバタバタ

と、最終的には事業者だけ一人が痛みを受けてい

る。環境部はどういうことを指導してきたか、私

は、はっきりわからない。そういうことが実例と

してありますので、私は、環境部の職員の方々に、

今から環境行政というのは非常にシビアなものだ

ということを再度、認識をしていただいて、市民

に安心感を少しでも与えられるような環境行政を

ひいていただきますように強くお願いを申し上げ

まして、この件は終わらせていただきます。

　　次に、幼児教育のあり方について再質問をさせ

ていただきます。

　　今、教育長からご答弁をいただいたんですけれ

ども、教育長、私が今回質問させていただいたの

は、単に補助金を上げてくださいというために質

問をさせていただいたわけではないんです。格差

是正もあります、確かに。大きくあるんですよ。

市立の幼稚園では、入園料が１万4,700円、私立は
平均３万6,700円、そして保育料も6,200円と２万
2,000円と、これだけ格差があります。そして結局、
今は３園、長崎市立幼稚園はありますけれども、

これは260名ぐらいのお子さんが通っておられま
す。さっきおっしゃったように、93％が私立の幼
稚園でもっておられるわけなんですよ。

　　こういう時代に今、長崎市は、端的に言えば、

国の交付税が含まっておりますので単純計算はで

きないけれども、園だけに入る補助金というのは、

幼稚園である程度いろんな教育とか何とかに使え

る補助金というのは、私立学校振興費補助金だけ

なんです。これを単純に比較しますと約3,180万円、
総額でですね。そして園児数が5,836名。これで割
りますと5,460円にしかならないんですよ。私立の
幼稚園の１年間に市から補助していただいている

のは。しかし、公立の場合は、これは昨年度比で

すけれども、昨年度は１億4,170万円、これを昨年
の園児数の273名で割ると約52万円、公立の場合は
年間に52万円もの市税が、100倍の市税が投入され
ている形になるんです。ほかにもいろいろ補助メ

ニューはあるでしょう。それもお聞きしました。

　　そういう中で、教育長、私は基本的なものをお

願いしたい。今、待機児童ゼロ政策とか少子化対

策とか、いろいろやっておられます。しかし、私

が今思うには、教育というものについて非常に希

薄ではないか。今、まさに小学校１年生からでは

なくて、３歳児からきちんとした集団生活のあり

方とかしつけとか、そういうものを教えていく必

要性があるんではないか。もし、これを長崎市で

やろうとしたら莫大な費用がかかるんですよ。そ

れは言わんでもわかっていることと思いますけれ

ども、こういう中で、今これだけ教育が叫ばれて

いる中で、今後、いや補助金はふやせませんとか、

私は、補助金を単なるふやせと言っているんじゃ

なくて、長崎市として独自の、この３歳児からの

幼児教育の政策は立てられないんですか。そして、
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それを公立でやることができないから、私立の幼

稚園の皆さんに一定、もう51カ園あるんですけれ
ども、皆さんそれぞれ歴史もありますし、教育と

いうものに対してのそれぞれ高い認識も持ってお

られるんです。そういうところに一定メニューを

出していただいて、独自の長崎市の幼児教育のあ

り方というものを出していただいて、そしてそこ

が精査して、その園がそれだけ教育をする価値が

あるというならば予算をつけてやっていいじゃな

いですか。ほかの予算よりも、まず教育に予算を

捻出するべきだと思います。そこに踏み込もうと

いうお考えはないのか、もう一度教えてください。

○市長（伊藤一長君）　教育長も手を挙げていまし

たけれども、大事なことでありますし、私の方か

ら答弁をさせていただきたいと思います。

　　毎熊議員の質問に答えた形で教育長が種々、長

崎市の特に幼児教育、幼稚園教育のあり方につい

てのいろんな各種施策を金額等々も挙げながら申

し上げました。毎熊議員のご指摘も含めてそうで

すけれども、せっかくの機会ですから私の考えを

述べさせていただきたいというふうに思います。

　　幾つか問題点があろうかと思いますが、１つは、

実は省庁の再編があるという形で、これは画期的

な再編ですので熱い期待を持っていたわけであり

ますが、結果的には、例えば幼稚園は文部省です

よ、保育所は厚生省ですよという形が両方一元化

で１つの部署になって、同じ子どもですから、そ

ういう形の省庁再編になるのかなという期待が

あったと思います。結果的にふたをあけてみまし

たら、相も変わらず中身は一緒だと、それぞれの

中で結局そのまま引き継いだ形で世帯だけが多く

なってしまったというふうな制度的なもの、国の

あり方の問題等もあろうかと思います。それがそ

のまま引き継がれた形で今日まで、きょうは傍聴

の方もたくさん熱心にお見えでございますけれど

も、幼稚園の問題は県ですよ、保育所の問題は市

ですよというふうな形がそのまま相も変わらず流

れは全く変わっていないということが実は、そう

かといって子どもたちは少子化社会に入ってきて

いる、お母さん方は社会参加も含めて忙しくなっ

てきている、いろんな活動分野の幅が広がってき

ているということでございますけれども、根本は

全く変わってないんです。

　　しかし、大きく変わってきているのは、少子化

社会に入って、行政の責任において、やはり子ど

もさん方は胎内にいるときから、そして生涯教育

というものもありますけれども、少なくとも胎内

にいるときから、幼児のときから、幼稚園、保育

所の教育から小学校、中学校と、あるいは学童保

育とか、そういうものを含めて、そういうものが

行政の責任ですよという形で、少子化社会という

ものと連動した形で、非常に行政のすそ野といい

ますか、それが非常に広がってきているというこ

ともある意味では事実だと思います。

　　そういう中で、私たちは一生懸命に財源のやり

くりをしながら、特に私立幼稚園協会の皆さん方

とは鋭意いろんな機会をとえましてご協議とかを

させていただきながら、また、いろんな問題点の

整理をさせていただきながら取り組まさせていた

だいている。

　　ですから、幼稚園は県の問題だから長崎市は知

りませんよ、県の方でやってくださいよと、そう

いうふうな扱いは今までもしていないつもりです

し、これからも私はすべきではない。あくまでも

長崎市民の子どもであると、ですから、大事にし

なくてはいけない。そうかといいまして、そうい

う権限の問題、所管の問題、国の方がいろんな、

いわゆる現内閣もそうですけれども、いろんな形

の予算をつけておりますけれども、どちらかと言

えば、ちょっと言い過ぎかもしれませんけれども、

保育の方にシフトをしたような、そういうふうな

予算が非常目立つわけです。幼稚園の方は、じゃ

どうなっているのと。ある意味では、私たちがこ

れから考えなくてはいけないのは、幼稚園の入園

者の方も非常に少なくなってきている、経営も

困ってきているという実情は十分に理解できます

ので、毎熊議員さん、あるいは議会の皆さん方の

かねてからのご指摘等も踏まえながら、今後は、

そういうふうな財源のやりくりをしながら、どう

いうふうに、例えば保育所ばっかりするのではな

くて、保育所の補助をしたって保育所にはまだ待

機児童がいるわけですから、その子どもたちを幼

稚園の方に移っていただく、そういうふうないろ

んな問題点の整理をこれからどう具体的にやって

いくのかという問題になってくるんではなかろう

かなというふうに思いますので、よろしくお願い

したいと思います。

○14番（毎熊政直君）　市長、今まさに、今の市長
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の答弁を聞いておったら、私どもと同じ考えです

ということをお聞きしただけと私は受けとめてい

ます。

　　そこで、長崎市として独自の政策は出せないか

という、私は問いかけを今しているんです。旧文

部省のあれはわかります。しかし、長崎市独自で

今、なぜ３歳児からの教育が必要かということは、

もう市長も十分わかられるはずなんですよ。これ

の背景には、親の教育もあるんですよ。幼稚園の

ときは、運動会あたりでは親は鈴なりして来る。

ビデオを持って。だんだん小学校に入って２年生、

３年生、４年生になってくると数が減るんです。

だから、この幼児期の、この幼稚園時代の子ども

たちに本当の今のしつけとか、そういう情緒教育

を施すことが今から本当に大事なことになるわけ

です。それは私が言わんでも、市長もよくおわか

りだと思うんです。

　　だから、この時期に何らかの手を差し伸べる方

策はないか。長崎市独自の政策としてないか。親

もそのときが一番吸収するんですよ、子育てに関

心が高いときですから。そのときに親と子の両方

一緒に、幼稚園がそれぞれの教育力を持っている

ところが独自の形を出して幼児教育をやっていく

と、そういうものにぜひ長崎市で何らかの形で補

助メニューができないか、今後とも、ぜひ前向き

に検討していただきますようお願いを申し上げま

して、質問を終わらせていただきます。

○副議長（江口　健君）　休憩いたします。

　　午後は１時から再開いたします。

　　　　　　　　　　　＝休憩　午後０時２分＝
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　　　　　　　　　　　＝再開　午後１時２分＝

○議長（鳥居直記君）　休憩前に引き続き会議を開

きます。21番高比良末男議員。
〔高比良末男君登壇〕

○21番（高比良末男君）　質問通告に基づきまして、

順次、質問をさせていただきます。市長並びに関

係理事者の明快なご答弁をお願いいたします。

　　まず最初に、学校給食についての１点目として、

中学校の完全給食について質問をいたします。

　　中学校の完全給食実施の取り組みにつきまして

は、これまで７年間にわたり検討が続けられてき

ましたが、次年度は、大きな進展が必要であると

の観点から、以下、これまでの取り組みの経過を

振り返りながら、長崎市の今後の対応について見

解を求めたいと思います。

　　平成７年６月29日の第３回定例会において、市
長が施政方針説明の中で、「中学校の完全給食につ

いては、心身ともに旺盛な発達段階にある生徒に

対し、適切な学校給食を実施することは、義務教

育の完成を目指す上で大変意義のあることと考え

る。今後、中学校完全給食にかかる諸問題を十分

に研究し、その導入について積極的に検討してい

く」と決意を表明され、以降、議会で完全給食に

関し、いろんな視点からの意見並びに質問が繰り

返されました。

　　平成８年６月、中学校の完全給食について、広

く市民の意見を聞き、実施の是非、方法及び運営

等について論議をしていただき、その提言を尊重

したいとの市長の考えのもと、ＰＴＡ及び学校関

係者、学識経験者、市議会代表の30名で構成され
た長崎市中学校完全給食検討懇話会が設置されま

した。検討懇話会は、平成８年７月から平成10年
２月までの２年度にわたって13回開催され、多角
的な協議が行われました。私も、そのメンバーの

一人でありました。

　　平成10年３月、検討懇話会より市長に、その報
告書が手渡されました。その内容を要約すると、

中学校においても完全給食を実施する必要がある。

実施方法としては効率的運営方法の検討をする必

要があるが大勢の意見であったとの取りまとめで

ありました。

　　それを受けて、平成10年９月定例会に、平成10
年度一般会計補正予算として、中学校の完全給食

実施調査費が計上されましたが、議会において

種々論議の結果、中学校の完全給食実施を全く否

定するものではないが、親子方式など他の方式を

考慮せず、どうしてもデリバリー方式で実施しな

ければならないという納得できる説明が得られな

いこと。検討懇話会での完全給食実施は必要ない

との一部反対意見が尊重されていないこと等の理

由で、原案は全額削除の修正可決となりました。

その後、本件は平成11年３月議会で再計上され可
決されました。

　　その後、１年間の調査研究を経て、平成12年３
月定例会で、中学校完全給食実施上の諸問題解決

を目指した中学校完全給食試行事業が議会の承認

を得ました。そして、平成13年１月から12月まで
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